
戸田市要保護及び準要保護児童生徒就学援助事務要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１９条、学校保健安全法

（昭和３３年法律第５６号）第２４条並びに学校給食法（昭和２９年法律第１６０

号）第１２条の規定に基づき、経済的理由により就学困難と認められる児童生徒の保護

者に対して実施する就学援助事務の適正かつ円滑な執行を期するため必要な事項につい

て定めるものとする。

（就学援助の対象者）

第２条 就学援助の対象者は、戸田市に住所を有し公立の小学校、中学校、義務教育学校

及び中等教育学校の前期課程に在籍する児童生徒の保護者とする。

（就学援助費目）

第３条 就学援助費目は、別表第１のとおりとする。

（要保護の認定）

第４条 教育委員会は、児童生徒の保護者が生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６

条第２項に規定する要保護者である場合は、この要綱に定める要保護者として認定する。

（準要保護の認定）

第５条 教育委員会は、前条に規定する要保護者に準ずる程度に困窮していると認められる

場合は、当該児童生徒が通学する校長の意見及び必要に応じ福祉関係機関の助言を求め、

審査のうえ援助を必要と認める者を準要保護者として認定する。

２ 前項に規定する準要保護者の認定基準は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、就学

困難な経済状態であると認められる者とする。

(１) 当該年度において生活保護法に基づく保護の停止又は廃止の措置を受けた者

(２) 児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）に基づく児童扶養手当の支給を受

けている者

(３) 世帯全員の所得金額合計額の１２分の１が、当該世帯について算出した特別支援

教育就学奨励費の需要額測定に用いる保護基準額の1.3倍未満である者

(４) 前３号に掲げる者のほか教育委員会が特に必要があると認める者については、こ

れを対象とすることができる。

（申請手続）

第６条 就学援助を受けようとする者は、就学援助費受給申請書（第１号様式）に必要書類

を添付し、校長に提出するものとする。

２ 校長は、就学援助費受給申請書に校長の所見等を記入した書類を添付し、教育委員会に

提出しなければならない。

（認定の可否）

第７条 教育委員会は、申請のあった者について必要な審査を行い認定するか否かを決定

し、就学援助費受給児童生徒認定・不認定通知書（第２号様式）により申請者に通知す

る。

２ 教育委員会は、家庭の状況に変動がある世帯について年度途中においても認定を取り

消すことができる。この場合において教育委員会は、就学援助認定取消通知書（第３号

様式）により保護者に通知するものとする。
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（支給額）

第８条 支給額は、当該年度の国の補助単価を基準に教育委員会が別に定める。

（支給の方法）

第９条 就学援助費の支給は、次の各号に定めるものとする。

(１) 学校給食費については、校長の預金口座へ振り込むものとする。

(２) 医療費については、医療機関からの請求に基づき当該医療機関の預金口座へ振り

込むものとする。

(３) 前２号以外の費目については、保護者が受領の権限を校長に委任する場合を除き、

保護者の指定する預金口座へ振り込むものとする。

（届出の義務）

第１０条 就学援助費の申請者又は認定を受けた者は、就学援助費受給申請書の記載事項

に変更があったとき又は家庭の状況に変動が生じたときは、遅滞なく教育委員会に届け

出なければならない。

（就学援助費の返金）

第１１条 前条の規定により、就学援助費に返金が生じた場合は、定められた手続きによ

りこれを返金するものとする。

（プライバシーの保護）

第１２条 この要綱による就学援助事務に携わる者は、申請書記載事項等児童生徒のプラ

イバシーの保護に特に留意しなければならない。

（書類の保存）

第１３条 教育委員会及び校長は、常に関係書類を整理し、５年間保存しなければならな

い。

（その他）

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、教育委員会が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。

（要保護及び準要保護児童生徒援助費補助金事務処理要項の廃止）

２ 要保護及び準要保護児童生徒援助費補助金事務処理要項は、廃止する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２０年２月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱の施行の日前に申請を受理したものについては、なお従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２２年２月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱の施行の日前に申請を受理したものについては、なお従前の例による。



附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２８年６月１日（以下「施行日」という。）から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の戸田市要保護及び準要保護児童生徒就学援助事務要綱の規定

は、施行日以後に申請のあった就学援助費について適用し、施行日前に申請のあった就

学援助費については、なお従前の例による。



別表第１（第３条関係）

就学援助費目

就 学 援 助 費 目 要保護者 準要保護者

学校給食費 ×

○

学用品費・通学用品費 ×

校外活動費 ×

新入学児童生徒学用品費等 ×

修学旅行費 ◯

通学費 ×

医療費 ◯

林間学校費 ×

体育実技用具費（中学のみ） ×

○ ‥‥ 支給できる経費



年 月 日

申請者（保護者）氏名 住所 〒
戸田市

電話番号 － －

ﾌﾘｶﾞﾅ

ﾌﾘｶﾞﾅ

ﾌﾘｶﾞﾅ

ﾌﾘｶﾞﾅ

ﾌﾘｶﾞﾅ

ﾌﾘｶﾞﾅ

ﾌﾘｶﾞﾅ

ﾌﾘｶﾞﾅ

ﾌﾘｶﾞﾅ

該当する項目にレ印を記入してください。

援助を必要とする理由を具体的に記入してください。

月 日 適用 ・ 認定外

年 月 日

確認

振込 同一 ・ 新規 ・ 変更 ・ 校長 確認

事由 所得 ・ 児扶 ・ 生保廃止

《 処 理 欄 》

学校受付日 世帯確認 添付書類 システム

口座名義
（カタカナ）

※申請者名義

銀行
信金
農協 支店

申
請
理
由

普通預金
口座番号

有 ・ 無
． ．

確
認
事
項 振

込
先
口
座

就学援助費（学校給食費及び医療費を除く。）については、
次の口座に振込を依頼します（いずれかの番号を○で囲んで
ください。）。

□ 年1月2日以降に転入した世帯員がいる。

□ 児童扶養手当を受給している。

（児童手当とは別のものです。）

□ 児童扶養手当申請中（ 年 月申請）

□ 災害又は保護者の失業・休職により家計が急変し

た。

１ 前認定期間と同じ口座（口座欄記入不要）

２ 以下の口座を指定します（新規又は変更）。

金 融
機関名

有 ・ 無
． ．

有 ・ 無
． ．

有 ・ 無
． ．

年中
の収入

申
請
者

本人 有 ・ 無
． ．

年 新規 ・ 継続
． ．

上
記
児
童
生
徒
以
外
の
家
族
・
同
居
者

氏 名 生年月日
申請者との

続柄 年度の職業又は学校名

新規 ・ 継続
． ．

年 新規 ・ 継続
． ．

申請区分

年 新規 ・ 継続申
請
児
童
生
徒

氏 名 生年月日
申請者との

続柄 学校名 学年

． ．

年

第１号様式（第６条関係）

年度 就学援助費受給申請書

（宛先） 戸田市教育委員会

就学援助費の支給を受けたいので、次のとおり申請します。
なお、審査に当たり、戸田市教育委員会が住民票関係情報、地方税関係情報、児童扶養手当関係情報及び生活保護関

係情報の確認のため、申請者及び同一生計世帯の個人番号を利用することに同意します。
また、就学援助費（学校給食費に限る。）の請求及び受領に関する一切の事務を在籍する小・中学校の校長に委任します。

印



第２号様式（第７条関係）

年 月 日

様

戸田市教育委員会 印

就学援助費受給児童生徒認定・不認定通知書

このことについて、下記により就学援助費受給児童・生徒として認定・不認定

になりましたので通知します。

記

１． 学 校 名

２． 学 年 年

３． 児童・生徒氏名

４． 認 定 年 月 日 年 月 日

５． 適 用 年 月 日 年 月 日

６． 不認定となった理由



第３号様式（第７条関係）

年 月 日

様

戸田市教育委員会 印

就 学 援 助 認 定 取 消 通 知 書

このことについて、下記により就学援助費受給児童・生徒としての認定が、

取消になりましたので通知します。

記

１． 学 校 名

２． 学 年

３． 児童・生徒氏名

４． 認 定 取 消 日

５． 取 消 理 由


